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児
童

相
談

所
で

の
児

童
虐

待
相

談
対

応
件

数
と

そ
の

推
移

１
．

平
成

2
7
年

度
の

児
童

相
談

所
で

の
児

童
虐

待
相

談
対

応
件

数
平

成
2
7
年

度
中

に
、

全
国

2
0
8
か

所
の

児
童

相
談

所
が

児
童

虐
待

相
談

と
し

て
対

応
し

た
件

数
は

1
0
3
,2

6
0
件

（
速

報
値

）
で

、
過

去
最

多
。

※
対

前
年

度
比

1
1
6
.１

％
（

1
4
,3

2
9
件

の
増

加
）

※
相

談
対

応
件

数
と

は
、

平
成

2
7
年

度
中

に
児

童
相

談
所

が
相

談
を

受
け

、
援

助
方

針
会

議
の

結
果

に
よ

り
指

導
や

措
置

等
を

行
っ

た
件

数
。

※
平

成
2
7
年

度
の

件
数

は
、

速
報

値
の

た
め

今
後

変
更

が
あ

り
得

る

２
．

児
童

虐
待

相
談

対
応

件
数

の
推

移

３
．

主
な

増
加

要
因

（
平

成
2
6
年

度
と

比
し

て
児

童
虐

待
相

談
対

応
件

数
が

大
幅

に
増

加
し

た
自

治
体

か
ら

の
聞

き
取

り
に

よ
る

。
）

○
心

理
的

虐
待

が
増

加
。

○
心

理
的

虐
待

が
増

加
し

た
要

因
の

一
つ

に
考

え
ら

れ
る

こ
と

と
し

て
、

児
童

が
同

居
す

る
家

庭
に

お
け

る
配

偶
者

に
対

す
る

暴
力

が
あ

る
事

案
（

面
前

D
V
)
に

つ
い

て
、

警
察

か
ら

の
通

告
が

増
加

。
・

心
理

的
虐

待
：

平
成

2
6
年

度
：

3
8
,7

7
5
件

→
平

成
2
7
年

度
：

4
8
,6

9
3
件

（
＋

9
,9

1
8
件

）
・

警
察

か
ら

の
通

告
：

平
成

2
6
年

度
：

2
9
,1

7
2
件

→
平

成
2
7
年

度
：

3
8
,5

2
2
件

（
＋

9
,3

5
0
件

）

○
児

童
相

談
所

全
国

共
通

ダ
イ

ヤ
ル

の
3
桁

化
（

１
８

９
）

の
広

報
や

、
マ

ス
コ

ミ
に

よ
る

児
童

虐
待

の
事

件
報

道
等

に
よ

り
、

国
民

や
関

係
機

関
の

児
童

虐
待

に
対

す
る

意
識

が
高

ま
っ

た
こ

と
に

伴
う

通
告

の
増

加
。

注
）

平
成

2
2
年

度
の

件
数

は
、

東
日

本
大

震
災

の
影

響
に

よ
り

、
福

島
県

を
除

い
て

集
計

し
た

数
値

。

1,
10

1
1,
17

1
1,
37

2
1,
61

1
1,
96

1
2,
72

2
4,
10

2
5,
35

2
6,
93

2
11

,6
311

7,
72

5
23

,2
74

23
,7
38

26
,5
6933

,4
08

34
,4
72
37

,3
23
40

,6
39

42
,6
64

44
,2
11
56

,3
84

59
,9
19

66
,7
01

73
,8
02

88
,9
31

10
3,
26
0（

速
報

値
）

0

20
,0
00

40
,0
00

60
,0
00

80
,0
00

10
0,
00

0

12
0,
00

0

平 成 ２ 年 度

平 成 ３ 年 度

平 成 ４ 年 度

平 成 ５ 年 度

平 成 ６ 年 度

平 成 ７ 年 度

平 成 ８ 年 度

平 成 ９ 年 度

平 成 １ ０ 年 度

平 成 １ １ 年 度

平 成 １ ２ 年 度

平 成 １ ３ 年 度

平 成 １ ４ 年 度

平 成 １ ５ 年 度

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平 成 ２ ２ 年 度

平 成 ２ ３ 年 度

平 成 ２ ４ 年 度

平 成 ２ ５ 年 度

平 成 ２ ６ 年 度

平 成 ２ ７ 年 度

【 速 報 値 】

１
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児
童

相
談

所
で
の

児
童

虐
待

相
談

対
応

件
数

（
対

前
年

度
比

較
、
都

道
府

県
、
指

定
都

市
、
児

童
相

談
所

設
置

市
別

）

２
※

指
定

都
市

、
児

童
相

談
所

設
置

市
の

件
数

は
、
都

道
府

県
の

件
数

の
外

数
で
あ
る
。
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児
童

相
談

所
で
の

虐
待

相
談

の
内

容
別

件
数

の
推

移

○
平

成
27

年
度
は
、
心
理
的
虐
待
の
割
合
が
最
も
多
く
、
次
い
で
身
体
的
虐
待
の
割
合
が
多
い
。

※
割

合
は

四
捨

五
入

の
た
め
、
10
0％

に
な
ら
な
い
場
合
が
あ
る
。

※
平

成
22

年
度
は
、
東
日
本
大
震
災
の
影
響
に
よ
り
、
福
島
県
を
除
い
て
集
計
し
た
数
値
で
あ
る
。

※
平

成
27

年
度

の
件

数
は

、
速

報
値

の
た
め
今

後
変

更
が

あ
り
得

る
。

３
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児
童

相
談

所
で
の

虐
待

相
談

の
経

路
別

件
数

の
推

移

○
平

成
27

年
度
に
、
児
童
相
談
所
に
寄
せ
ら
れ
た
虐
待
相
談
の
相
談
経
路
は
、
警
察
等
、
近
隣
知
人
、
家
族
、
学
校

等
か

ら
の

通
告

が
多

く
な
っ
て
い
る
。

※
割

合
は

四
捨

五
入

の
た
め
、
10
0％

に
な
ら
な
い
場
合
が
あ
る
。

※
平

成
22

年
度
は
、
東
日
本
大
震
災
の
影
響
に
よ
り
、
福
島
県
を
除
い
て
集
計
し
た
数
値
で
あ
る
。

※
平

成
27

年
度

の
「
そ
の

他
」
で
最

も
多

い
の

は
、
「
（
他

の
）
児

童
相

談
所

」
が
6,
37
2件

で
あ
る
。

※
平

成
27

年
度

の
件

数
は

、
速

報
値

の
た
め
今

後
変

更
が

あ
り
得

る
。

４
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「
お

住
ま

い
の

都
道

府
県

を
選

択
し

て
く
だ

さ
い

。
○

○
県

は
１

を
、

△
△

県
は

２
を

押
し

て
く
だ

さ
い

。
」

郵
便

番
号

地
域

が
、

児
相

の
管

轄
地

域
と

不
一

致

「
こ

ち
ら

は
、

児
童

相
談

所
全

国
共

通
ダ

イ
ヤ

ル
で

す
。

」

「
お

住
ま

い
の

地
域

を
選

択
し

て
く
だ

さ
い

。
○

○
市

は
１

を
、

△
△

市
は

２
を

押
し

て
く
だ

さ
い

。
」

指
定

都
市

・
児

相
設

置
市

・
東

京
都

を
含

む
自

治
体

の
場

合

「
○

○
市

は
１

を
、

そ
れ

以
外

は
２

を
押

し
て

下
さ

い
。

」

「
最

寄
り

の
児

童
相

談
所

を
選

択
し

て
下

さ
い

。
○

○
児

童
相

談
所

は
１

を
、

△
△

児
童

相
談

所
は

２
を

押
し

て
下

さ
い

。
」

都
道

府
県

番
号

が
入

力
さ

れ
た

場
合

郵
便

番
号

が
入

力
さ

れ
た

場
合

発
信

電
話

の
市

内
局

番
に

よ
り

自
動

振
り

分
け

「
こ

の
通

話
は

○
秒

ご
と

に
、

お
よ

そ
△

△
円

で
ご

利
用

い
た

だ
け

ま
す

。
」

平
成

２
８

年
４

月
１

日
か

ら
の

児
童

相
談

所
全

国
共

通
ダ

イ
ヤ

ル
の

フ
ロ

ー

市
内

局
番

地
域

が
児

相
の

管
轄

地
域

と
不

一
致

の
場

合

市
内

局
番

地
域

が
都

道
府

県
を

跨
ぐ

場
合

市
内

局
番

地
域

が
都

道
府

県
内

の
児

童
相

談
所

の
管

轄
地

域
を

跨
ぐ

場
合

市
内

局
番

地
域

が
、

児
相

の
管

轄
地

域
と

一
致

し
て

い
る

場
合

１
８

９

管
轄

の
児

童
相

談
所

１
が

入
力

さ
れ

た
場

合
２

が
入

力
さ

れ
た

場
合

「
お

住
ま

い
の

郵
便

番
号

を
７

桁
で

入
力

し
て

下
さ

い
。

」

１
２

３
４

５
６

７
８

「
お

住
ま

い
の

都
道

府
県

を
選

択
し

て
下

さ
い

。
○

○
県

は
１

を
、

△
△

県
は

２
を

、
□

□
県

は
３

を
、

×
×

県
は

４
を

、
◇

◇
県

は
５

を
押

し
て

下
さ

い
。

」

「
お

住
ま

い
の

郵
便

番
号

が
分

か
る

方
は

１
を

、
そ

う
で

な
い

方
は

２
を

押
し

て
下

さ
い

。
」

「
お

住
ま

い
の

地
域

を
選

択
し

て
下

さ
い

。
○

○
市

は
１

を
、

△
△

市
は

２
を

押
し

て
下

さ
い

。
」

携
帯

電
話

か
ら

発
信

し
た

場
合

（
N

T
T
以

外
の

固
定

電
話

か
ら

の
発

信
を

含
む

）

固
定

電
話

か
ら

発
信

し
た

場
合

発
信

者
の

発
信

地
域

情
報

に
よ

り
振

り
分

け

－57－



児
童

相
談

所
全

国
共

通
ダ

イ
ヤ

ル
（
１

８
９

）
の

改
善

（
平

成
28

年
４

月
）

（
▲
30

秒
）

約
45

秒
約
15

秒

約
1分

15
～
25

秒
約
30

秒
（
▲
45

秒
～

▲
55

秒
）

携 帯 電 話固 定 電 話

１ ８ ９

１
８

９
に

か
け

て
か

ら
電

話
が

つ
な

が
る

ま
で

の
平

均
時

間

※
児

童
相

談
所

に
つ

な
が

る
ま

で
料

金
は

発
生

し
な

い

約
70

秒
約
30

秒
（
▲
40

秒
（
▲
60

％
）
）

管 轄 の 児 童 相 談 所

指
定

都
市

等
番

号
入

力
ガ

イ
ダ

ン
ス

＆
入

力

【
市

内
局

番
と

児
相

管
轄

が
不

一
致

】

都
道

府
県

（
市

）
番

号
入

力
ガ

イ
ダ

ン
ス

＆
入

力

児
相

番
号

入
力

ガ
イ

ダ
ン

ス
＆

入
力

全
入

電
数

の
約
25

％

全
入

電
数

の
約
56

％

都
道

府
県

番
号

入
力

郵
便

番
号

入
力

料 金 ガ イ ダ ン ス

冒 頭 ガ イ ダ ン ス

（
約

3
0
秒

→
約

5
秒

（
▲

2
5
秒

）
）

（
約

1
5
秒

→
約

1
0
秒

（
▲

5
秒

）
）

郵
便

番
号

及
び

都
道

府
県

番
号

の
入

力
ガ

イ
ダ

ン
ス

※
２

（
約

3
0
～

4
0
秒

→
約

1
5
秒

～
3
5
秒

（
▲

5
秒

～
▲

1
5
秒

）
）

※
１
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13
28

14
27

21
70

19
40

17
47

19
86

1,
76
4 
1,
80
4 
1,
62
6 
1,
34
0 
1,
51
9 
1,
49
3 
1,
70
7 
1,
95
0 
2,
42
3 32

,9
87

 

24
,4
24

 2
4,
43
1  24

,3
65

  23
,9
11

 26
,3
02

  24
,5
14

  21
,1
24

 

25
,7
42

  2
5,
57
3  22
,8
89

 23
,4
74

 

63
0

74
4

10
96

10
32

87
0

10
53

88
9 

87
8 

69
2 

66
7 

70
3 

65
8 

82
6 
1,
01
1 
1,
25
4 

4,
26
3 

2,
49
2 
2,
84
7 
2,
73
9 
2,
91
1 
2,
52
7 
2,
59
8 
2,
56
4 
3,
05
1 

4,
77
8 
4,
66
0 
4,
91
6 

47
.4
%52

.1
% 50

.5
%53

.2
% 49

.8
%53

.0
% 50

.4
% 48

.7
% 42

.6
%49

.8
% 46

.3
% 44

.1
%48

.4
%51

.8
%
51

.8
% 12

.9
% 10

.2
%11

.7
% 1

1.
2%

12
.2
%
9.
6%

10
.6
%12

.1
% 1

1.
9%

18
.7
%20

.4
%2
0.
9%

0.
0%

10
.0
%

20
.0
%

30
.0
%

40
.0
%

50
.0
%

60
.0
%

0

5,
00
0

10
,0
00

15
,0
00

20
,0
00

25
,0
00

30
,0
00

35
,0
00

総
入

電
数

正
常

接
続

数

接
続

率

※
N
TT

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
ズ

よ
り

デ
ー

タ
提

供
。

※
総

入
電

数
は

、
全

て
の

入
電

数
（
「
05
70

‐0
64

‐0
00

」
の

入
電

を
含

む
）
。

※
正

常
接

続
数

は
、

話
し

中
や

児
童

相
談

所
に

つ
な

が
る

前
に

電
話

を
切

る
等

に
よ

り
正

常
に

つ
な

が
ら

な
か

っ
た

電
話

を
除

い
た

入
電

数
。

※
接

続
率

は
、

接
続

率
（
％

）
＝

正
常

接
続

数
／

総
入

電
数

【
直

近
２

カ
年

の
比

較
】

○
平

成
26

年
度

（
26

年
４

月
～
27

年
３

月
）

総
入

電
数

：
20

,1
44

件
正

常
接

続
数

：
9,
91

2
件

接
続

率
：
49

.2
%

⇓
○

平
成
27

年
度

（
27

年
４

月
～
28

年
3月

）
総

入
電

数
：
23

3,
88

0件
⇐

 前
年

度
比

11
.6

倍
正

常
接

続
数

：
29

,0
83

件
⇐

 前
年

度
比

2.
9倍

接
続

率
：
12

.4
%

児
童
相
談
所
全
国
共
通
ダ
イ
ヤ
ル
（
１
８
９
）
の
⼊
電
数
及
び
接
続
率
の
推
移

－59－



郵
便

番
号

地
域

が
、

児
相

の
管

轄
地

域
と

不
一

致

「
こ

ち
ら

は
、

児
童

相
談

所
全

国
共

通
ダ

イ
ヤ

ル
で

す
。

」

指
定

都
市

・
児

相
設

置
市

・
東

京
都

を
含

む
自

治
体

の
場

合

「
○

○
市

は
１

を
、

そ
れ

以
外

は
２

を
押

し
て

下
さ

い
。

」

「
最

寄
り

の
児

童
相

談
所

を
選

択
し

て
下

さ
い

。
○

○
児

童
相

談
所

は
１

を
、

△
△

児
童

相
談

所
は

２
を

押
し

て
下

さ
い

。
」

都
道

府
県

番
号

が
入

力
さ

れ
た

場
合

郵
便

番
号

が
入

力
さ

れ
た

場
合

「
こ

の
通

話
は

○
秒

ご
と

に
、

お
よ

そ
△

△
円

で
ご

利
用

い
た

だ
け

ま
す

。
」

児
童

相
談

所
全

国
共

通
ダ

イ
ヤ

ル
１

８
９

の
更

な
る

改
善

（
平

成
28

年
７

月
）

１
８

９

管
轄

の
児

童
相

談
所

１
が

入
力

さ
れ

た
場

合
２

が
入

力
さ

れ
た

場
合

「
お

住
ま

い
の

郵
便

番
号

を
７

桁
で

入
力

し
て

下
さ

い
。

」

１
２

３
４

５

「
お

住
ま

い
の

都
道

府
県

を
選

択
し

て
下

さ
い

。
○

○
県

は
１

を
、

△
△

県
は

２
を

、
□

□
県

は
３

を
、

×
×

県
は

４
を

、
◇

◇
県

は
５

を
押

し
て

下
さ

い
。

」

「
お

住
ま

い
の

郵
便

番
号

が
分

か
る

方
は

１
を

、
そ

う
で

な
い

方
は

２
を

押
し

て
下

さ
い

。
」

「
お

住
ま

い
の

地
域

を
選

択
し

て
下

さ
い

。
○

○
市

は
１

を
、

△
△

市
は

２
を

押
し

て
下

さ
い

。
」

携
帯

電
話

か
ら

発
信

し
た

場
合

（
N

T
T
以

外
の

固
定

電
話

か
ら

の
発

信
を

含
む

）

発
信

者
の

発
信

地
域

情
報

に
よ

り
振

り
分

け

○
６

月
以

前
の

ガ
イ

ダ
ン

ス
の

仕
組

み

◇
発

信
者

が
、

住
ん

で
い

る
地

域
の

郵
便

番
号

が
わ

か
ら

な
い

場
合

、
住

ん
で

い
る

都
道

府
県

を
選

択
す

る
。

※
東

京
都

が
選

択
さ

れ
た

場
合

、
選

択
さ

れ
た

都
道

府
県

内
に

指
定

都
市

や
児

相
設

置
市

が
あ

る
場

合
は

、
住

ん
で

い
る

市
を

選
択

す
る

。

◇
都

道
府

県
を

選
択

後
、

選
択

さ
れ

た
都

道
府

県
内

や
市

内
に

複
数

の
児

童
相

談
所

が
あ

る
場

合
、

管
轄

の
児

童
相

談
所

を
選

択
し

、
選

択
さ

れ
た

児
童

相
談

所
へ

電
話

が
つ

な
が

る
。

○
１

１
府

県
に

お
い

て
、

７
月

１
日

か
ら

１
ヵ

所
の

児
童

相
談

所
へ

電
話

を
集

約
す

る
仕

組
み

を
導

入

（
仕

組
み

を
導

入
し

た
府

県
）

宮
城

県
、

群
馬

県
、

千
葉

県
、

福
井

県
、

滋
賀

県
、

京
都

府
、

和
歌

山
県

、
徳

島
県

、
奈

良
県

、
静

岡
県

、
広

島
県

※
静

岡
県

、
広

島
県

に
つ

い
て

は
、

夜
間

・
土

日
祝

日
の

み
１

ヵ
所

の
児

童
相

談
所

へ
電

話
を

集
約

希
望

す
る
都

道
府

県
等

は
、
１
ヵ
所

の
児

童
相

談
所

に
電
話
を
集
約
す
る
仕
組
み
を
導
入
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＜
調
査
の
経
緯
・
⽬
的
＞

○
居
住
実
態
が
把
握
で
き
な
い
児
童
（
※
１
）
や
そ
の
家
庭
は
特
に
⽀
援
を
必
要
と
し
て
い
る
場
合
が
あ
り
、
平
成
26
年
11
⽉
、
関
係
府
省
庁
（
内
閣
府
、

総
務
省
、
法
務
省
、
⽂
部
科
学
省
、
厚
⽣
労
働
省
、
警
察
庁
）
に
よ
る
「
児
童
虐
待
防
⽌
対
策
に
関
す
る
副
⼤
⾂
等
会
議
」
に
お
い
て
、
児
童
の
所
在
確
認
の

た
め
の
市
町
村
間
の
情
報
共
有
と
連
携
の
あ
り
⽅
に
つ
い
て
申
し
合
わ
せ
が
な
さ
れ
た
。

○
更
に
、
今
後
の
対
応
策
の
検
討
の
参
考
と
す
る
た
め
、
児
童
の
所
在
及
び
安
全
確
認
の
た
め
の
市
町
村
に
お
け
る
取
組
状
況
等
に
つ
い
て
、
平
成
26
年
度

（
※
２
）
に
引
き
続
き
、
調
査
を
実
施
。

（
※
１
）
当
該
市
町
村
に
住
⺠
票
は
あ
る
が
、
乳
幼
児
健
診
が
未
受
診
等
で
、
電
話
や
家
庭
訪
問
等
に
よ
る
連
絡
が
取
れ
な
い
児
童
（
以
下
の
①
〜
③
の
い
ず
れ
か
に
該
当
）

で
あ
っ
て
、
市
町
村
が
引
き
続
き
所
在
及
び
安
全
の
確
認
を
⾏
っ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
所
在
等
が
確
認
で
き
な
い
児
童
。

（
※
２
）
初
年
度
と
な
る
平
成
26
年
度
は
、
平
成
26
年
５
⽉
1⽇

時
点
で
市
町
村
が
所
在
等
の
確
認
が
必
要
と
判
断
し
た
児
童
に
つ
い
て
、
同
年
10
⽉
20
⽇
時
点
の
状
況
を

調
査
し
、
結
果
を
公
表
。

＜
調
査
の
対
象
＞

全
国
の
市
町
村
（
1,
74
1市

町
村
）

＜
主
な
調
査
内
容
＞

平
成
27
年
６
⽉
１
⽇
時
点
で
市
町
村
が
所
在
等
の
確
認
が
必
要
と
判
断
し
た
児
童
（
以
下
「
調
査
対
象
児
童
」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て
、
平
成
28
年
４
⽉
１
⽇

時
点
で
居
住
実
態
が
把
握
で
き
な
い
児
童
（
＊
１
）
の
個
別
の
状
況
と
、
平
成
28
年
３
⽉
31
⽇
ま
で
に
所
在
等
が
確
認
で
き
た
児
童
（
＊
２
）
の
全
体
の
児
童
数

や
確
認
⽅
法
等
に
つ
い
て
調
査
を
実
施
。

平
成
２
７
年
度
「
居
住
実
態
が
把
握
で
き
な
い
児
童
」
に
関
す
る
調
査
結
果
【
概
要
】

（
＊
１
）
「
居
住
実
態
が
把
握
で
き
な
い
児
童
」
に
関
す
る
主
な
調
査
項
⽬

（
＊
２
）
「
所
在
等
が
確
認
で
き
た
児
童
」
に
関
す
る
主
な
調
査
項
⽬

・
学
年
、
年
齢
、
性
別

・
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
へ
の
ケ
ー
ス
登
録
の
状
況
、
児
童
相
談
所
と
の
情
報

共
有
・
連
携
に
係
る
依
頼
の
状
況
、
警
察
へ
の
通
報
（
相
談
）
の
状
況

等

・
所
在
等
が
確
認
で
き
た
児
童
数
（
確
認
⽅
法
別
）

・
所
在
等
が
確
認
で
き
た
際
に
虐
待
⼜
は
虐
待
の
疑
い
が
あ
っ
た
児
童
数

等

調
査
の
概
要

①
乳
幼
児
健
康
診
査
、
予
防
接
種
、
新
⽣
児
訪
問
、
乳
児
家
庭
全
⼾
訪
問
事
業
等
の
乳
幼
児
等
を
対
象
と
す
る
保
健
・
福
祉
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
て
お
ら
ず
、
電
話
、
⽂

書
、
家
庭
訪
問
等
を
実
施
し
て
も
、
連
絡
・
接
触
が
で
き
な
い
児
童

②
市
町
村
の
児
童
家
庭
相
談
、
保
育
の
実
施
事
務
、
児
童
⼿
当
、
児
童
扶
養
⼿
当
等
の
児
童
を
対
象
と
し
た
⼿
当
の
⽀
給
事
務
、
そ
の
他
児
童
福
祉
⾏
政
の
実
施
事
務

の
過
程
で
把
握
さ
れ
て
い
る
児
童
の
う
ち
、
電
話
、
⽂
書
、
家
庭
訪
問
等
を
実
施
し
て
も
連
絡
・
接
触
が
で
き
ず
、
必
要
な
届
出
や
⼿
続
が
⾏
わ
れ
て
い
な
い
児
童

③
市
町
村
教
育
委
員
会
が
、
学
校
へ
の
就
園
・
就
学
に
係
る
事
務
（
注
）
の
過
程
で
把
握
し
た
児
童
の
う
ち
、
市
町
村
教
育
委
員
会
が
学
校
と
連
携
し
て
も
、
電
話
、

⽂
書
、
家
庭
訪
問
等
に
よ
り
連
絡
・
接
触
が
で
き
な
い
児
童

（
注
）
就
園
奨
励
費
補
助
、
就
学
時
健
診
、
就
学
説
明
会
等
の
就
園
・
就
学
前
後
の
諸
⼿
続
に
係
る
事
務
も
含
む
。

1
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１
．
全
体
の
状
況

0

10
0

1,
80
0

30
0

2,
80
0

平
成

2
6
年

５
月

１
日

時
点

平
成

2
6
年

1
0
月

2
0
日

時
点

平
成

2
7
年

６
月

１
日

時
点

平
成

2
8
年

４
月

１
日

時
点

（
3
1
人

）
（
1
5
人

）

所
在

等
が

確
認

で
き
た
児

童
数

2
,7
6
7
人
（
9
5
.2
%
）

所
在

等
が

確
認

で
き
た
児

童
数

1
,8
4
3
人
（
9
8
.1
%
）

調
査

対
象

児
童

数

調
査

対
象

児
童

数

前
年

度
調

査
2
7
年

度
調

査

（
人

）

14
1人

（
4.
8％

）

○
平
成
28
年
4⽉

1⽇
時
点
で
居
住
実
態
が
把
握
で
き
な
い
児
童
数
は
35
⼈
。

（
※
）
平
成
27
年
６
⽉
１
⽇
時
点
で
市
町
村
が
所
在
等
の
確
認
が
必
要
と
判
断
し
た
調
査
対
象
児
童
数
は
全
国
で
1,
87
8⼈

。
こ
の
う
ち
平
成
28
年
３
⽉
31
⽇
ま
で
に
所
在
等
が
確
認
で
き
た
児
童
数
は
1,
84
3⼈

（
98
.1
％
）
。

○
平
成
26
年
度
調
査
か
ら
引
き
続
き
居
住
実
態
が
把
握
で
き
な
い
児
童
は
、
平
成
28
年
４
⽉
１
⽇
時
点
で
は
15
⼈
。

調
査
結
果

居
住

実
態

が
把

握
で
き
な
い
児

童
数

2
,9
0
8
人

1
,8
7
8
人

3
5
人

（
1
.9
％
）

2
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○
「
ア

義
務
教
育
就
学
前
」
が
９
⼈
（
25
.7
％
）
、
「
イ

⼩
学
⽣
」
が
10
⼈
（
28
.6
％
）
、
「
ウ

中
学
⽣
」
が
7⼈
（
20
.0
％
）
、

「
エ

義
務
教
育
修
了
後
」
が
９
⼈
（
25
.7
％
）
。

（
※
）
学
年
は
、
平
成
27
年
６
⽉
１
⽇
時
点
。

○
前
年
度
調
査
で
は
、
「
ア

義
務
教
育
就
学
前
」
が
61
⼈
と
最
多
で
、
全
体
の
４
割
以
上
を
占
め
て
い
た
が
、
本
年
度
調
査
で
は

25
.7
％
と
、
特
に
「
義
務
教
育
就
学
前
」
の
児
童
の
所
在
等
の
確
認
が
進
展
し
て
い
る
状
況
。

学
年
別
の
状
況

＜
平
成
27
年
度
調
査
＞

総
数
：
35
⼈

総
数
：
14
1⼈

（
※
H2
6.
10
.2
0時

点
）

＜
（
参
考
）
前
年
度
調
査
＞

２
．
居
住
実
態
が
把
握
で
き
な
い
児
童
（
35
⼈
）
の
状
況
（
平
成
２
8年

４
⽉
1⽇

時
点
）

ア
義

務
教

育
就

学
前

6
1
人

（
4
3
.2
％

）

イ
小

学
生

4
0
人

（
2
8
.4
％

）

エ
義

務
教

育
修

了
後

1
3
人

（
9
.2
％

）

ウ
中

学
生

2
7
人

（
1
9
.1
％

）

ア
義

務
教

育
就

学
前

９
人
（
2
5
.7
％
）

イ
小

学
生

1
0
人
（
2
8
.6
％
）

ウ
中

学
生

７
人
（
2
0
.0
％
）

エ
義

務
教

育
修

了
後

９
人
（
2
5
.7
％
）

3
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○
「
ア

１
〜
４
回
」
が
17
⼈
（
48
.6
％
）
で
最
多
。
次
い
で
「
エ

未
実
施
（
※
）
」
が
９
⼈
(2
5.
7％

）
、
「
ウ

10
回
以
上
」

が
７
⼈
（
20
.0
％
）
、
「
イ

５
〜
９
回
」
が
２
⼈
（
5.
7％

）
。

（
※
）
理
由
に
つ
い
て
は
、
例
え
ば
、
「
海
外
に
出
国
し
て
い
る
可
能
性
が
あ
る
」
、
「
Ｄ
Ｖ
等
で
避
難
し
て
い
る
可
能
性
が
あ
る
」
等
に
よ
り
住
所
地
に

居
住
し
て
い
な
い
こ
と
が
明
ら
か
な
場
合
。

○
前
年
度
調
査
と
の
⽐
較
で
は
、
「
ウ

10
回
以
上
」
の
割
合
が
5.
4％

か
ら
20
.0
％
と
増
加
し
て
お
り
、
頻
回
な
訪
問
調
査
の
実
施

に
よ
る
所
在
等
の
確
認
の
取
組
が
進
展
し
て
い
る
状
況
。

こ
れ
ま
で
の
訪
問
調
査
の
状
況

【
２
の
続
き
】

＜
平
成
27
年
度
調
査
＞

＜
（
参
考
）
前
年
度
調
査
＞

総
数
：
35
⼈

総
数
：
22
4⼈

（
※
H2
6.
9.
1時

点
）

イ
5
～
9
回

2
4
人

（
1
0
.7
%
）

ア
１
～

４
回

1
5
4
人

（
6
8
.8
%
）

ウ
1
0
回
以
上

1
2
人

（
5
.4
%
）

エ
未

実
施

3
4
人

（
1
5
.2
%
）

ア
１
～
４
回

1
7
人
（
4
8
.6
%
）

エ
未

実
施

９
人
（
2
5
.7
%
）

ウ
1
0
回

以
上

７
人
（
2
0
.0
%
）

イ
5
～

9
回

２
人
（
5
.7
%
）

4
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＜
平
成
27
年
度
調
査
＞

＜
（
参
考
）
前
年
度
調
査
＞

総
数
：
35
⼈

総
数
：
22
4⼈

（
※
H2
6.
9.
1時

点
）

ア
登
録
あ
り

1
0
8
人

（
4
8
.2
%
）

イ
登

録
な
し

1
1
6
人

（
5
1
.8
%
）

○
「
ア

登
録
あ
り
」
が
28
⼈
（
80
.0
％
）
、
「
イ

登
録
な
し
（
※
）
」
が
7⼈

（
20
.0
％
）
。

（
※
）
理
由
に
つ
い
て
は
、
例
え
ば
、
「
警
察
に
通
報
（
相
談
）
し
て
い
る
た
め
」
、
「
海
外
に
出
国
し
て
い
る
可
能
性
が
あ
る
た
め
」
。

○
前
年
度
調
査
と
の
⽐
較
で
は
、
48
.2
％
か
ら
80
.0
％
と
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
へ
の
ケ
ー
ス
登
録
が
進
展
し
て
い
る
状
況
。

要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
へ
の
ケ
ー
ス
登
録
の
状
況

【
２
の
続
き
】

ア
登
録
あ
り

2
8
人
（
8
0
.0
%
）

イ
登
録
な
し

７
人
（
2
0
.0
%
）
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総
数
：
35
⼈

○
「
ア

依
頼
済
」
が
31
⼈
（
88
.6
％
）
、
「
イ

依
頼
し
て
い
な
い
（
※
）
」
が
4⼈

（
11
.4
％
）
。

（
※
）
理
由
に
つ
い
て
は
、
例
え
ば
、
「
海
外
に
出
国
し
て
い
る
可
能
性
が
あ
る
た
め
」
、
「
Ｄ
Ｖ
等
で
他
市
町
村
に
避
難
し
て
い
る
可
能
性
が
あ
る
た
め
」
。

児
童
相
談
所
と
の
情
報
共
有
・
連
携
に
係
る
依
頼
の
状
況

【
２
の
続
き
】

＜
平
成
27
年
度
調
査
＞

イ
依
頼
し
て
い
な
い

４
人
（
1
1
.4
%
）

ア
依

頼
済

3
1
人
（
8
8
.6
%
）

6
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○
「
ア

通
報
（
相
談
）
済
」
が
29
⼈
（
82
.9
％
）
、
「
イ

通
報
（
相
談
）
し
て
い
な
い
（
※
）
」
が
６
⼈
（
17
.1
％
）
。

（
※
）
理
由
に
つ
い
て
は
、
例
え
ば
、
「
海
外
に
出
国
し
て
い
る
可
能
性
が
あ
る
た
め
」
、
「
Ｄ
Ｖ
等
で
他
市
町
村
に
避
難
し
て
い
る
可
能
性
が
あ
る
た
め
」
。

○
前
年
度
調
査
と
の
⽐
較
で
は
、
11
.6
％
か
ら
82
.9
％
と
警
察
へ
の
通
報
（
相
談
）
が
⼤
幅
に
上
昇
し
、
徹
底
さ
れ
て
い
る
状
況
。

警
察
へ
の
通
報
（
相
談
）
の
状
況

【
２
の
続
き
】

＜
平
成
27
年
度
調
査
＞

＜
（
参
考
）
前
年
度
調
査
＞

総
数
：
35
⼈

総
数
：
22
4⼈

（
※
H2
6.
9.
1時

点
）

ア
通

報
（
相

談
）
済

2
6
人

（
1
1
.6
%
）

イ
通

報
（
相

談
）

し
て
い
な
い

1
9
8
人

（
8
8
.4
%
）

ア
通

報
（
相

談
）
済

2
9
人
（
8
2
.9
%
）

イ
通

報
（
相

談
）

し
て
い
な
い

６
人
（
1
7
.1
%
）
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○
「
ア

東
京
⼊
国
管
理
局
に
出
⼊
（
帰
）
国
記
録
を
照
会
し
、
出
国
確
認
で
き
た
児
童
」
が
89
0⼈

（
48
.3
％
）
で
最
多
。

次
い
で
「
イ

⽬
視
に
よ
り
確
認
で
き
た
児
童
」
が
72
5⼈

（
39
.3
％
）
、
「
ウ

ア
・
イ
以
外
の
情
報
に
よ
り
確
認
で
き
た
と

判
断
し
た
児
童
」
が
22
8⼈

（
12
.4
％
）
。

○
前
年
度
調
査
と
概
ね
同
様
の
傾
向
。

所
在
等
が
確
認
で
き
た
⽅
法

＜
平
成
27
年
度
調
査
＞

＜
（
参
考
）
前
年
度
調
査
＞

総
数
：
1,
84
3⼈

総
数
：
2,
76
7⼈

３
．
所
在
等
が
確
認
で
き
た
児
童
（
1,
84
3⼈

）
の
状
況
（
平
成
27
年
６
⽉
2⽇

〜
平
成
２
8年

３
⽉
31
⽇
）

ア
東

京
入

国
管

理
局

に
出

入
（
帰

）
国

記
録

を
照

会
し
、
出
国
確
認
で
き
た
児
童

1
,1
8
5
人

（
4
2
.8
％

）

イ
目
視
に
よ
り
確
認

で
き
た
児
童

1
,0
7
4
人

（
3
8
.8
％

）

ウ
ア
・
イ
以
外
の
情

報
に
よ
り
確
認
で
き
た

と
判
断
し
た
児
童

5
0
8
人

（
1
8
.4
％

）
ア

東
京

入
国

管
理

局
に

出
入

（
帰

）
国

記
録

を
照

会
し
、
出
国
確
認
で
き
た
児
童

8
9
0
人
（
4
8
.3
％
）

イ
目

視
に
よ
り
確

認
で
き
た
児
童

7
2
5
人
（
3
9
.3
％
）

ウ
ア
・
イ
以

外
の

情
報

に
よ
り
確

認
で
き
た

と
判
断
し
た
児
童

2
2
8
人
（
1
2
.4
％
）

イ
＋
ウ

「
出
国

確
認
」
以

外
で
確

認
9
5
3
人

（
5
1
.7
％

）

8
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○
「
イ

同
⼀
市
町
村
内
で
確
認
」
が
46
5⼈

（
48
.8
％
）
で
最
多
。
次
い
で
「
ア

頻
繁
な
家
庭
訪
問
等
に
よ
り
確
認
」
が
33
3⼈

（
34
.9
％
）
、
「
ウ

同
⼀
都
道
府
県
内
で
確
認
」
が
95
⼈
（
10
.0
％
）
、
「
エ

他
の
都
道
府
県
内
で
確
認
」
が
60
⼈
（
6.
3％
）
。

○
特
に
「
ア

頻
繁
な
家
庭
訪
問
等
に
よ
り
確
認
」
と
「
イ

同
⼀
市
町
村
内
で
確
認
」
の
合
計
は
、
前
年
度
調
査
と
同
様
に
８
割
超
。

＜
平
成
27
年
度
調
査
＞

総
数
：
95
3⼈

＜
（
参
考
）
前
年
度
調
査
＞

総
数
：
1,
53
3⼈

ア
市

町
村

で
情

報
共

有
を
行
う
前
に
、
頻
繁
な

家
庭
訪
問
等
に
よ
り
確
認

1
3
6
人

（
8
.9
％

）

イ
同

一
市

町
村

内
の

関
係
部
署
等
と
の

情
報

共
有

で
確

認
1
,2
1
1
人

（
7
9
.0
％

）

ウ
同
一
都
道
府
県

内
の
関
係
機
関
等
と
の

情
報

共
有

で
確

認
1
0
8
人

（
7
.0
％

）

エ
他
の
都
道
府
県
内

の
関
係
機
関
等
と
の

情
報

共
有

で
確

認
7
8
人

（
5
.1
％

）

所
在
等
が
確
認
で
き
た
⽅
法
の
詳
細

〜
「
出
国
確
認
」
以
外
の
⽅
法
で
所
在
等
が
確
認
で
き
た
95
3⼈

の
状
況
〜

【
３
の
続
き
】

ア
市
町
村
で
情
報
共
有

を
行
う
前
に
、
頻
繁
な

家
庭

訪
問

等
に
よ
り
確

認
3
3
3
人
（
3
4
.9
％
）

イ
同

一
市

町
村

内
の

関
係

部
署

等
と
の

情
報
共
有
で
確
認

4
6
5
人
（
4
8
.8
％
）

ウ
同

一
都

道
府

県
内

の
関

係
機

関
等

と
の

情
報
共
有
で
確
認

9
5
人
（
1
0
.0
％
）

エ
他

の
都

道
府

県
内

の
関

係
機

関
等

と
の

情
報
共
有
で
確
認

6
0
人
（
6
.3
％
）

9
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○
「
ア

あ
り
（
※
）
」
と
の
回
答
が
24
⼈
（
2.
5％
）
。

（
※
）
理
由
に
つ
い
て
は
、
例
え
ば
、
「
学
校
に
通
わ
せ
て
い
な
い
た
め
（
教
育
ネ
グ
レ
ク
ト
）
」
、
「
⺟
親
の
養
育
⼒
不
⾜
等
に
よ
る
ネ
グ
レ
ク
ト
の

疑
い
が
あ
る
た
め
」
、
「
家
族
か
ら
暴
⾔
等
を
受
け
て
家
出
を
繰
り
返
し
て
い
た
経
緯
が
あ
る
た
め
」
。

＜
平
成
27
年
度
調
査
＞

所
在
等
が
確
認
で
き
た
際
の
虐
待
⼜
は
虐
待
の
疑
い
の
有
無

〜
「
出
国
確
認
」
以
外
の
⽅
法
で
所
在
等
が
確
認
で
き
た
95
3⼈
の
状
況
〜
【
３
の
続
き
】

ア
あ
り

2
4
人
（
2
.5
％
）

イ
な
し

9
2
9
人
（
9
7
.5
％
）

総
数
：
95
3⼈
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取
組
事
例
①

１
．
所
在
等
の
確
認
が
必
要
な
児
童
と
し
て
判
断
し
た
経
緯
等
（
住
所
地
市
町
村
で
対
応
）

○
実
⺟
、
本
児
（
１
歳
５
か
⽉
）
の
世
帯
。

※
年
齢
は
平
成
27
年
６
⽉
１
⽇
時
点

○
住
所
地
市
町
村
で
は
、
転
⼊
時
か
ら
転
居
を
繰
り
返
す
⺟
⼦
と
し
て
把
握
。

○
住
所
地
市
町
村
の
⺟
⼦
保
健
部
⾨
が
発
出
し
た
本
児
の
１
歳
６
か
⽉
児
健
診
の
案
内
が
宛
所
不
明
で
返
送
さ
れ
、
実
⺟
、
本
児
と

連
絡
・
接
触
が
で
き
ず
、
所
在
等
の
確
認
が
必
要
と
判
断
。

２
．
所
在
等
の
確
認
の
た
め
の
取
組
（
住
所
地
市
町
村
・
居
所
市
町
村
が
連
携
し
て
対
応
）

○
住
所
地
市
町
村
は
、
住
所
地
へ
の
訪
問
に
警
察
と
児
童
相
談
所
と
と
も
に
同
⾏
。

○
訪
問
時
、
⺟
⼦
は
不
在
で
あ
っ
た
が
、
在
室
し
て
い
た
関
係
者
の
協
⼒
に
よ
り
実
⺟
と
電
話
連
絡
が
で
き
、
実
⺟
か
ら
「
居
所
都

道
府
県
の
児
童
相
談
所
に
向
か
う
予
定
で
あ
る
」
旨
を
聴
取
。
住
所
地
市
町
村
は
、
即
⽇
、
こ
の
旨
を
当
該
児
童
相
談
所
に
連
絡

し
、
本
児
の
安
全
確
認
の
協
⼒
依
頼
と
、
こ
れ
ま
で
の
対
応
経
過
を
情
報
提
供
。

○
居
所
都
道
府
県
の
児
童
相
談
所
に
⺟
⼦
が
来
所
し
、
実
⺟
か
ら
「
遠
隔
地
で
働
く
た
め
⼦
ど
も
を
預
か
っ
て
欲
し
い
。
」
旨
の
相

談
を
受
理
。
児
童
相
談
所
で
は
、
実
⺟
の
意
向
に
加
え
、
住
所
地
市
町
村
に
お
け
る
対
応
経
過
等
か
ら
、
こ
の
ま
ま
放
置
す
る
と
ネ

グ
レ
ク
ト
（
育
児
放
棄
）
に
つ
な
が
る
こ
と
も
考
慮
し
て
、
即
⽇
、
本
児
を
乳
児
院
に
⼀
時
保
護
委
託
と
し
児
童
の
安
全
を
確
保
。

３
．
所
在
等
の
確
認
後
の
児
童
へ
の
⽀
援
（
居
所
市
町
村
で
対
応
）

○
本
児
は
、
そ
の
後
、
⼀
時
保
護
を
解
除
さ
れ
、
乳
児
院
に
施
設
⼊
所
措
置
と
な
っ
て
お
り
、
現
在
、
児
童
養
護
施
設
に
措
置
先
を

変
更
し
⼊
所
中
。

○
居
所
都
道
府
県
の
児
童
相
談
所
は
、
住
居
を
転
々
と
す
る
実
⺟
の
特
性
を
踏
ま
え
、
住
⺠
登
録
⼿
続
、
住
居
の
決
定
等
に
つ
い
て

親
⾝
に
助
⾔
を
⾏
う
な
ど
実
⺟
と
連
絡
を
密
に
取
り
合
う
関
係
を
構
築
し
、
⽀
援
を
継
続
。

４
．
本
事
例
か
ら
得
ら
れ
た
取
組
の
ポ
イ
ン
ト

☆
住
所
地
市
町
村
、
児
童
相
談
所
及
び
警
察
が
連
携
し
、
協
⼒
体
制
の
も
と
住
所
地
へ
の
訪
問
を
実
施
し
た
こ
と
。

☆
住
所
地
市
町
村
か
ら
居
所
都
道
府
県
の
児
童
相
談
所
に
⺟
⼦
の
対
応
経
過
等
を
速
や
か
に
情
報
提
供
し
た
こ
と
で
、
迅
速
に
⼀
時

保
護
を
実
施
し
、
児
童
の
安
全
を
確
保
し
た
こ
と
。

所
在
等
の
確
認
の
取
組
事
例
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取
組
事
例
②

１
．
所
在
等
の
確
認
が
必
要
な
児
童
と
し
て
判
断
し
た
経
緯
等
（
住
所
地
市
町
村
で
対
応
）

○
実
⽗
、
実
⺟
、
⻑
⼥
（
７
歳
）
、
次
⼥
（
５
歳
）
の
世
帯
。

※
年
齢
は
平
成
27
年
６
⽉
１
⽇
時
点

○
住
所
地
市
町
村
の
教
育
委
員
会
が
発
送
し
た
⻑
⼥
の
⼩
学
校
⼊
学
案
内
が
返
送
さ
れ
、
⼊
学
⼿
続
が
⾏
わ
れ
な
い
こ
と
か
ら
、
教

育
委
員
会
が
家
庭
訪
問
を
実
施
し
た
と
こ
ろ
、
本
世
帯
が
住
⺠
票
を
そ
の
ま
ま
に
し
て
転
居
し
た
こ
と
を
把
握
。
本
世
帯
と
連
絡
・

接
触
が
で
き
ず
、
所
在
等
の
確
認
が
必
要
と
判
断
。

２
．
所
在
等
の
確
認
の
た
め
の
取
組
（
住
所
地
市
町
村
・
居
所
市
町
村
が
連
携
し
て
対
応
）

○
住
所
地
市
町
村
の
関
係
部
署
間
（
⼾
籍
担
当
、
国
⺠
健
康
保
険
担
当
、
税
務
担
当
等
）
、
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
（
要
対

協
）
の
関
係
機
関
間
（
市
教
育
委
員
会
、
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
、
福
祉
事
務
所
、
児
童
相
談
所
、
警
察
署
等
）
で
所
在
確
認
の
た
め

の
情
報
共
有
を
実
施
し
、
他
市
町
村
で
居
住
の
可
能
性
が
あ
る
こ
と
が
判
明
。

○
住
所
地
市
町
村
の
関
係
機
関
（
教
育
委
員
会
、
児
童
相
談
所
及
び
要
対
協
調
整
機
関
）
が
、
居
住
の
可
能
性
が
あ
る
他
市
町
村
に

赴
き
居
住
実
態
を
調
査
し
た
が
、
直
接
接
触
し
て
確
認
す
る
こ
と
が
で
き
ず
、
当
該
市
町
村
の
福
祉
事
務
所
（
要
対
協
調
整
機
関
）

に
継
続
的
な
居
住
確
認
を
依
頼
。

○
当
該
市
町
村
で
は
児
童
相
談
所
、
警
察
等
関
係
機
関
と
情
報
を
共
有
し
つ
つ
居
住
確
認
を
継
続
し
、
実
⽗
、
実
⺟
、
⻑
⼥
、
次
⼥

の
所
在
を
確
認
。

３
．
所
在
等
の
確
認
後
の
児
童
へ
の
⽀
援
（
居
所
市
町
村
で
対
応
）

○
⻑
⼥
は
⼩
学
校
に
通
学
し
て
お
ら
ず
、
教
育
ネ
グ
レ
ク
ト
が
疑
わ
れ
た
こ
と
か
ら
、
居
所
市
町
村
に
お
い
て
⼊
学
⼿
続
を
⽀
援
。

○
居
所
市
町
村
は
、
世
帯
全
員
の
住
⺠
登
録
⼿
続
を
⽀
援
す
る
と
と
も
に
、
学
校
と
連
携
し
つ
つ
定
期
的
に
家
庭
訪
問
を
実
施
し
、

本
世
帯
の
⽣
活
状
況
を
把
握
す
る
な
ど
し
て
居
住
実
態
を
継
続
的
に
確
認
。

４
．
本
事
例
か
ら
得
ら
れ
た
取
組
の
ポ
イ
ン
ト

☆
住
所
地
市
町
村
で
、
関
係
部
署
や
要
対
協
を
活
⽤
し
た
積
極
的
な
情
報
共
有
を
⾏
う
こ
と
に
よ
り
、
他
市
町
村
で
の
居
住
の
可
能

性
を
把
握
し
た
こ
と
。

☆
住
所
地
市
町
村
が
居
所
市
町
村
に
対
し
て
継
続
的
な
居
住
確
認
を
依
頼
す
る
な
ど
、
住
所
地
と
居
所
地
の
⾃
治
体
が
協
⼒
・
連
携

し
て
⻑
⼥
及
び
次
⼥
の
所
在
確
認
に
取
り
組
ん
だ
こ
と
。
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平成 27年度「居住実態が把握できない児童」に関する調査結果【全体版】 

 

 

１ 全体  

○ 平成 28年４月１日時点で居住実態が把握できない児童数は 35人。 

  （※）平成 27年６月 1日時点で市町村が所在等の確認が必要と判断した児童（以下、「調査対象児

童」という。）数は全国で 1,878 人。このうち平成 28年３月 31日までに所在等が確認できた

児童数は 1,843 人（98.1％）。 

  

○ 平成 26年度調査から引き続き居住実態が把握できない児童数は、平成 28年４月１日 

時点で 15人となっている。 

 

状況 人数 割合 

平成 27年６月１日時点の調査対象児童 1,878（31） －

平成 27 年６月２日から平成 28 年３月 31 日までに所在等が確認できた児童 1,843（16） 98.1％

平成 28年４月１日時点で居住実態が把握できない児童 35(15) 1.9％

（※）括弧書きは、平成 26年度調査から引き続き居住実態が把握できない児童数の内訳。 

 

（参考）平成 26年度調査 

状況 人数 割合 

平成 26年５月１日時点の調査対象児童 2,908 －

同年５月２日から 10月 19日までに所在等が確認できた児童 2,767 95.2％

同年 10月 20日時点で居住実態が把握できない児童 141 4.8％
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２ 居住実態が把握できない児童（35人）の状況(平成 28年４月１日時点) 

（１）学年別の状況 

学年 人数 割合 

ア 義務教育就学前 ９ 25.7％

イ 小学生 10 28.6％

ウ 中学生 ７ 20.0％

エ 義務教育修了後 ９ 25.7％

計 35 100.0％

（※）学年の時点は平成 27年６月１日。 

 

（参考）平成 26年度調査（141人（平成 26年 10月 20日時点）の内訳） ※学年の時点は平成 26年５月１日 

学年 人数 割合 

ア 義務教育就学前 61 43.3％

イ 小学生 40 28.4％

ウ 中学生 27 19.1％

エ 義務教育修了後 13 9.2％

計 141 100.0％

 

（２）年齢別の状況  

年齢 人数 割合 年齢 人数 割合 年齢 人数 割合 

０歳 １ 2.9％ ７歳 １ 2.9％ 14 歳 ０ 0.0％

１歳 １ 2.9％ ８歳 １ 2.9％ 15 歳 ５ 14.3％

２歳 １ 2.9％ ９歳 ２ 5.7％ 16 歳 ０ 0.0％

３歳 １ 2.9％ 10 歳 ２ 5.7％ 17 歳 ４ 11.4％

４歳 ５ 14.3％ 11 歳 ２ 5.7％ 18歳以上 ０ 0.0％

５歳 ０ 0.0％ 12 歳 ４ 11.4％ 計 35 100.0％

６歳 ２ 5.7％ 13 歳 ３ 8.6％

（※）年齢の時点は平成 27年６月１日。   

 

（参考）平成 26年度調査（141人（平成 26年 10月 20日時点）の内訳） ※年齢の時点は平成 26年５月１日 

年齢 人数 割合 年齢 人数 割合 年齢 人数 割合 

０歳 2 1.4％ ７歳 5 3.5％ 14歳 11 7.8％

１歳 7 5.0％ ８歳 5 3.5％ 15歳 4 2.8％

２歳 10 7.1％ ９歳 13 9.2％ 16歳 6 4.3％

３歳 17 12.1％ 10 歳 3 2.1％ 17歳 5 3.5％

４歳 15 10.6％ 11 歳 7 5.0％ 18歳以上 0 0.0％

５歳 8 5.7％ 12 歳 7 5.0％ 計 141 100.0％

６歳 8 5.7％ 13 歳 8 5.7％
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（３）性別の状況 

性別 人数 割合 

ア 男 16 45.7％

イ 女 19 54.3％

計 35 100.0％

 

（参考）平成 26年度調査（141人（平成 26年 10月 20日時点）の内訳）  

性別 人数 割合 

ア 男 75 53.2％

イ 女 66 46.8％

計 141 100.0％

 

 

（４）家族の状況 

内容 人数 割合 

ア 当該児童とともに家族の居住実態も把握できていない（※１） 30 85.7％

イ 児童以外の居住実態は確認できている（※２） ５ 14.3％

計 35 100.0％

 （※１）保護者や兄弟姉妹のうち、当該児童とともに少なくとも１人以上把握できていない場合。 

 （※２）例えば、 

・義務教育修了後で、家出により居住実態が把握できない状況となっている児童 

・その他、原因不明で居住実態が把握できない児童（← 例えば、要保護児童対策地域協議会への

ケース登録、児童相談所との情報共有・連携に係る依頼、警察への通報（相談）を行うなどして

関係機関が連携して把握に努めている。） 

    が存在。 

 

（参考）平成 26年度調査（224人（平成 26年 9月１日時点）の内訳）  

内容 人数 割合 

ア 当該児童とともに家族の居住実態も把握できていない 212 94.6％

イ 児童以外の居住実態は確認できている 12 5.4％

計 224 100.0％
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（５）住民票上の住居の状況 

内容 人数 割合 

ア 誰も居住している様子がなかった ８ 22.9％

イ 無関係の者が居住していた 11 31.4％

ウ 祖父母等の児童と関係のある者が居住している様子がある 16 45.7％

計 35 100.0％

 

（参考）平成 26年度調査（224人（平成 26年 9月１日時点）の内訳）  

内容 人数 割合 

ア 誰も居住している様子がなかった 93 41.5％

イ 無関係の者が居住していた 47 21.0％

ウ 祖父母等の児童と関係のある者が居住している様子がある 50 22.3％

エ その他（オートロック等により住居の状況が確認できていない等） 34 15.2％

計 224 100.0％

 

 

（６）市町村の調査の状況 

① これまでの訪問調査の状況 

  市町村が、調査対象児童の存在を最初に把握した時期以降に行った訪問調査の回数

を回答。 

回数 人数 割合 

ア １～４回 17 48.6％

イ ５～９回 ２ 5.7％

ウ 10 回以上 ７ 20.0％

エ 未実施（※） ９ 25.7％

計 35 100.0％

  (※) 理由については、例えば、海外に出国している可能性がある、ＤＶ等で避難している可能性がある等
により住所地に居住していないことが明らかな場合。 

 

（参考）平成 26年度調査（224人（平成 26年 9月１日時点）の内訳）  

家族の状況 人数 割合 

１～４回 154 68.8％

５～９回 24 10.7％

10回以上 12 5.4％

未実施 34 15.2％

計 224 100.0％
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② 所在等を確認するために実施した主な調査先  

調査先 人数 

ア 同一市町村内の関係部署等 － 

 ・児童手当、児童扶養手当等担当 29 

・児童家庭相談担当（福祉事務所の家庭児童相談室を含む） 26 

・戸籍・住民基本台帳担当 25 

・教育委員会 25 

・児童相談所 ４ 

イ 同一都道府県内の関係機関等 － 

 ・児童相談所 28 

・他の市町村 ９ 

ウ 他の都道府県内の関係機関等 － 

 ・他の市町村 ６ 

・児童相談所 ５ 

エ その他の関係機関等 － 

 ・警察署 29 

・親族・友人・近隣住民等 13 

・幼稚園・学校 ７ 

（※）複数回答可のため、児童数の重複はあり。 

 

 

（７）虐待リスクの把握の有無の状況 

内容 人数 割合 

ア あり（※） ３ 8.6％

イ なし・不明 32 91.4％

計 35 100.0％

 （※）理由については、 

    ・精神科治療が必要と考えられるが、通院させていない可能性があるため 

    ・就学させていない可能性が高いため 

   なお、３人については、例えば、要保護児童対策地域協議会へのケース登録、児童相談所との情報共有・

連携に係る依頼、警察への通報（相談）を行うなどして関係機関が連携して把握に努めている。 

 

（参考）平成 26年度調査（224人（平成 26年 9月 1日時点）の内訳）  

内容 人数 割合 

あり 6 2.7％

なし 218 97.3％

計 224 100.0％
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（８）要保護児童対策地域協議会へのケース登録、児童相談所との情報共有・連携に係る依

頼、警察への通報（相談）の状況 

① 要保護児童対策地域協議会へのケース登録の状況 

内容 人数 割合 

ア 登録あり 28 80.0％

イ 登録なし（※） ７ 20.0％

計 35 100.0％

（※）理由については、例えば、 

・警察に通報（相談）しているため 

・海外に出国している可能性があるため 

  

（参考）平成 26年度調査（224人（平成 26年 9月 1日時点）の内訳）  

要対協へのケース登録 人数 割合 

あり 108 48.2％

なし 116 51.8％

計 224 100.0％

 

② 児童相談所との情報共有・連携に係る依頼の状況 

内容 人数 割合 

ア 依頼済 31 88.6％

イ 依頼していない（※） ４ 11.4％

計 35 100.0％

（※）理由については、例えば、 

・海外に出国している可能性があるため 

・ＤＶ等で他市町村に避難している可能性があるため 
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③ 警察への通報（相談）の状況 

内容 人数 割合 

ア 通報（相談）済（※１） 29 82.9％

イ 通報（相談）していない（※２） ６ 17.1％

計 35 100.0％

 （※１）29人の児童の状況としては、 

・行方不明者届が提出されているなどの児童：25人 

・海外出国の可能性があるなどにより行方不明者届を提出していない児童：４人 

（※２）理由については、例えば、 

・海外に出国している可能性があるため 

・ＤＶ等で他市町村に避難している可能性があるため 

 

（参考）平成 26年度調査（224人（平成 26年 9月 1日時点）の内訳）  

警察への通報（相談） 人数 割合 

通報（相談）済 26 11.6％

通報（相談）していない 198 88.4％

計 224 100.0％

 

 

（９）海外出国の可能性の有無の状況 

内容 人数 割合 

ア 可能性あり（※） ７ 20.0％

イ 可能性なし 28 80.0％

計 35 100.0％

（※）理由としては、例えば、 

   ・出国記録は確認できず、児童は出生時から海外に居住している可能性があることについて情報を得て 

いるため 

   ・出国記録は確認できないが、海外への出国を理由として行政サービスの受給を辞退しており、児童は

他国の氏名のパスポートで出国している可能性があるため 

 

 

（10）ＤＶ等で他市町村で避難している可能性の有無の状況 

内容 人数 割合 

ア 可能性あり（※） ２ 5.7％

イ 可能性なし 33 94.3％

計 35 100.0％

（※）理由ついては、 

   ・当該世帯の関係者から「詳細な住所地は不明であるが、ＤＶにより避難している」との情報を得てい

るため 

－79－



8 

 

（11）調査対象児童として判断した時期  

時期 人数 割合 時期 人数 割合 

平成 25年度以前 14 40.0％ 平成 27年３月 ２ 5.7％

平成 26年４月～12月 ６ 17.1％ 平成 27年４月 ４ 11.4％

平成 27年１月 ２ 5.7％ 平成 27年５月 ５ 14.3％

平成 27年２月 ２ 5.7％ 計 35 100.0％

（※）基準日は平成 27年６月１日。 

 

 

（12）調査対象児童の所在等を確認する上で生じている個々の問題点等 

調査対象児童の所在等を確認する上で生じている主な問題点は、以下のとおり。 

・居所市町村において行政サービスの利用等の動きがなく児童の把握につながる情報 

が得られない 

・二重国籍を有する可能性がある者で、住民票に記載のない外国の氏名の旅券を使用 

して出国している場合、東京入国管理局で出国状況の確認ができない 

・出生時から海外で生活しており、住民票上の住所での生活実態がなく確認できない 

・ＤＶが原因で他の市町村に転出し、親族等も所在地を把握していない 

   

 

３ 居住実態が把握できない児童（35 人）のうち、平成 26 年度調査から引き続き把握でき

ない児童（15人）の状況（平成 28年 4月 1日時点） 

 

状況 人数 割合 

平成 26年 10 月 20日時点で居住実態が把握できない児童 141 －

平成 26 年 10 月 21 日から平成 28年３月 31 日までに所在等の確認ができた児童 126 89.4％

平成 28年４月１日時点で居住実態が把握できない児童 15 10.6％

 

（参考）所在等が確認できた児童（126人）の把握方法 

内容 人数 割合 

ア 東京入国管理局に出入（帰）国記録を照会し、出国確認できた児童 51 40.5％

イ 目視により確認できた児童（※１） 50 39.7％

ウ 上記以外の情報により確認できたと判断した児童（※２） 25 19.8％

計 126 100.0％

   （※１）市町村職員や、市町村が依頼した関係機関や関係者が、当該児童を目視により確認できた場合。 

   （※２）当該児童の所在について得られた情報の信頼性に確信が持てるとして住所地市町村が判断した場合（例：親

族等から児童の所在に関し信頼性の高い情報を得た場合 等）。 
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（１）学年別の状況 

学年 人数 割合 

ア 義務教育就学前 ３ 20.0％

イ 小学生 ６ 40.0％

ウ 中学生 ２ 13.3％

エ 義務教育修了後 ４ 26.7％

計 15 100.0％

（※）学年の時点は平成 27年６月１日。 

 

（２）年齢別の状況  

年齢 人数 割合 年齢 人数 割合 年齢 人数 割合 

０歳 ０ 0.0％ ７歳 １ 6.7％ 14 歳 ０ 0.0％

１歳 ０ 0.0％ ８歳 ０ 0.0％ 15 歳 ３ 20.0％

２歳 ０ 0.0％ ９歳 １ 6.7％ 16 歳 ０ 0.0％

３歳 １ 6.7％ 10 歳 １ 6.7％ 17 歳 １ 6.7％

４歳 ２ 13.3％ 11 歳 ２ 13.3％ 18歳以上 ０ 0.0％

５歳 ０ 0.0％ 12 歳 １ 6.7％ 計 15 100.0％

６歳 １ 6.7％ 13 歳 １ 6.7％

（※）年齢の時点は平成 27年６月１日。   

 

（３）性別の状況 

性別 人数 割合 

ア 男 ８ 53.3％

イ 女 ７ 46.7％

計 15 100.0％

 

（４）家族の状況 

内容 人数 割合 

ア 当該児童とともに家族の居住実態も把握できていない（※１） 12 80.0％

イ 児童以外の居住実態は確認できている（※２） ３ 20.0％

計 15 100.0％

（※１）保護者や兄弟姉妹のうち、当該児童とともに少なくとも１人以上把握できていない場合。 

（※２）以下の児童が存在。 

・義務教育修了後で、家出により居住実態が把握できない状況となっている児童  

・その他、原因不明で居住実態が把握できない児童（← 例えば、要保護児童対策地域協議会へのケ

ース登録、児童相談所との情報共有・連携に係る依頼、警察への通報（相談）を行うなどして関係

機関が連携して把握に努めている。） 
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（５）住民票上の住居の状況 

内容 人数 割合 

ア 誰も居住している様子がなかった ３ 20.0％

イ 無関係の者が居住していた ６ 40.0％

ウ 祖父母等の児童と関係のある者が居住している様子がある ６ 40.0％

計 15 100.0％

 

（６）市町村の調査の状況 

① これまでの訪問調査の状況 

  市町村が、調査対象児童の存在を最初に把握した時期以降に行った訪問調査の回数

を回答。 

回数 人数 割合 

ア １～４回 ８ 53.3％

イ ５～９回 １ 6.7％

ウ 10 回以上 ２ 13.3％

エ 未実施（※） ４ 26.7％

計 15 100.0％

  (※) 例えば、自己の意思で家出をしたことが状況から明らかな場合。 

 

② 所在等を確認するために実施した主な調査先  

調査先 人数 

ア 同一市町村内の関係部署等 － 

 ・児童家庭相談担当（福祉事務所の家庭児童相談室を含む） 14 

・児童手当、児童扶養手当等担当 12 

・教育委員会 12 

・戸籍・住民基本台帳担当 11 

・児童相談所 ３ 

イ 同一都道府県内の関係機関等 － 

 ・児童相談所 11 

・他の市町村 ３ 

ウ 他の都道府県内の関係機関等 － 

 ・他の市町村 ３ 

・児童相談所 １ 

エ その他の関係機関等 － 

 ・警察署 15 

・共同住宅の管理人等 ５ 

・親族・友人・近隣住民等 ４ 

・幼稚園・学校 ４ 

（※）複数回答可のため、児童数の重複はあり。 
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（７）虐待リスクの把握の有無の状況 

内容 人数 割合 

ア あり ０ 0.0％

イ なし・不明 15 100.0％

計 15 100.0％

  

（８）要保護児童対策地域協議会へのケース登録、児童相談所との情報共有・連携に係る依

頼、警察への通報（相談）の状況 

① 要保護児童対策地域協議会へのケース登録 

内容 人数 割合 

ア 登録あり 12 80.0％

イ 登録なし（※） ３ 20.0％

計 15 100.0％

（※）理由については、 

    ・警察に通報（相談）しているため 

・海外に出国している可能性があるため 

     

② 児童相談所との情報共有・連携に係る依頼の状況 

内容 人数 割合 

ア 依頼済 13 86.7％

イ 依頼していない（※） ２ 13.3％

計 15 100.0％

（※）理由については、例えば、 

  ・海外に出国している可能性があるため 

 

③ 警察への通報（相談）の状況 

内容 人数 割合 

ア 通報（相談）済（※） 15 100.0％

イ 通報（相談）していない ０ 0.0％

計 15 100.0％

 （※）15人の児童の状況としては、 

・行方不明者届が提出されているなどの児童：12人 

・海外出国の可能性があるなどにより行方不明者届を提出していない児童：３人 
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（９）海外出国の可能性の有無の状況 

内容 人数 割合 

ア 可能性あり（※） ３ 20.0％

イ 可能性なし 12 80.0％

計 15 100.0％

（※）理由としては、例えば、 

   ・出国記録は確認できず、児童は出生時から海外に居住している可能性があることについて情報を得て

いるため 

   ・出国記録は確認できないが、海外への出国を理由として行政サービスの受給を辞退しており、児童は

他国の氏名のパスポートで出国している可能性があるため 

 

（10）ＤＶ等で他市町村で避難している可能性の有無の状況 

内容 人数 割合 

ア 可能性あり ０ 0.0％

イ 可能性なし 15 100.0％

計 15 100.0％

 

 

４ 所在等が確認できた児童（1,843 人）の状況（平成 27年６月２日から平成 28年３月 31

日まで） 

（１）所在等が確認できた方法 

内容 人数 割合 

ア 東京入国管理局に出入（帰）国記録を照会し、出国確認できた児童 890 48.3％

イ 目視により確認できた児童（※１） 725 39.3％

ウ ア及びイ以外の情報により確認できたと判断した児童（※２） 228 12.4％

計 1,843 100.0％

（※１）市町村職員や、市町村が依頼した関係機関や関係者が、当該児童を目視により確認できた場合。 

（※２）当該児童の所在について得られた情報の信頼性に確信が持てるとして住所地市町村が判断した場合

（例：親族等から児童の所在に関し信頼性の高い情報を得た場合 等）。 

 

（参考）平成 26年度調査（2,767 人（平成 26年 10月 20日時点）の内訳） 

内容 人数 割合 

ア 東京入国管理局に出入（帰）国記録を照会し、出国確認できた児童 1,185 42.8％

イ 目視により確認できた児童 1,074 38.8％

ウ ア及びイ以外の情報により確認できたと判断した児童 508 18.4％

計 2,767 100.0％
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（２）（１）のイ及びウに該当する児童（953 人）の詳細 

① 所在等が確認できた方法の詳細 

    容 人数 割合 

ア 市町村内で情報共有を行う前に、頻繁な家庭訪問等により確認 333 34.9％

イ 同一市町村内の関係部署等との情報共有で確認 465 48.8％

ウ 同一都道府県内の関係機関等との情報共有で確認 95 10.0％

エ 他の都道府県内の関係機関等との情報共有で確認 60 6.3％

計 953 100.0％

（参考）平成 26年度調査（1,533 人（平成 26年９月１日時点）の内訳） 

内容 人数 割合 

ア 頻繁な家庭訪問等により確認 136 8.9％

イ 同一市町村内の関係部署等との情報共有で確認 1,211 79.0％

ウ 同一都道府県内の関係機関等との情報共有で確認 108 7.0％

エ 他の都道府県内の関係機関等との情報共有で確認 78 5.1％

計 1,533 100.0％

 

② 所在等の確認につながる情報が得られた主な調査先 

    調査対象児童について調査を行い、所在等の確認につながった情報を提供した部署

等を回答。 

調査先 人数 

ア 同一市町村内の関係部署等 － 

 ・母子保健担当（保健センターを含む） 384 

・児童手当、児童扶養手当等担当 202 

・児童家庭相談担当（福祉事務所の家庭児童相談室を含む） 176 

イ 同一都道府県内の関係機関等 － 

 ・他の市町村 34 

・児童相談所 33 

ウ 他の都道府県内の関係機関等 － 

 ・他の市町村 32 

・福祉事務所 ７ 

・児童相談所 ６ 

エ その他の関係機関等 － 

 ・幼稚園・学校 132 

・親族・友人・近隣住民等 105 

・医療機関 54 

・保育所 43 

・警察署 30 

  （※）複数回答可のため、児童数の重複はあり。 
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③ 所在等が確認できた際の虐待又は虐待の疑いの有無 

内容 人数 割合 

ア あり（※） 24 2.5％

イ なし 929 97.5％

計 953 100.0％

 （※）理由については、例えば、 

    ・学校に通わせていないため（教育ネグレクト） 

    ・母親の養育力不足等によるネグレクトの疑いがあるため 

    ・家族から暴言等を受けて家出を繰り返していた経緯があるため 
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平成 28 年４月１日時点で居住実態が把握できない児童数（都道府県別） 

児童の数（人） 

 

（1） （2） （3）（＝(1)-(2)）

北海道 11 11 0

青森県 1 1 0

岩手県 3 3 0

宮城県 13 13 0

秋田県 0 0 0

山形県 4 4 0

福島県 14 14 0

茨城県 36 34 2

栃木県 44 39 5

群馬県 28 27 1

埼玉県 121 118 3

千葉県 119 119 0

東京都 330 323 7

神奈川県 196 196 0

新潟県 3 3 0

富山県 6 6 0

石川県 0 0 0

福井県 0 0 0

山梨県 9 9 0

長野県 37 36 1

岐阜県 21 21 0

静岡県 75 75 0

愛知県 118 117 1

三重県 39 37 2

滋賀県 22 22 0

京都府 123 123 0

大阪府 199 198 1

兵庫県 77 75 2

奈良県 8 8 0

和歌山県 9 7 2

鳥取県 3 3 0

島根県 6 6 0

岡山県 3 2 1

広島県 20 20 0

山口県 8 7 1

徳島県 3 3 0

香川県 3 3 0

愛媛県 2 2 0

高知県 4 3 1

福岡県 64 63 1

佐賀県 1 1 0

長崎県 5 4 1

熊本県 53 51 2

大分県 0 0 0

宮崎県 8 8 0

鹿児島県 6 6 0

沖縄県 23 22 1

合計 1,878 1,843 35

平成27年6月1日時点の
調査対象児童数

平成27年6月2日
から平成28年3月31日までに

所在等の確認ができた
児童数

平成28年4月1日
時点で居住実態が
把握できない児童数
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所在等の確認の取組事例 

    

【事例①】 

１．所在等の確認が必要な児童として判断した経緯等（住所地市町村で対応） 

 ○ 実母、本児（１歳５か月）の世帯。  ※年齢は平成 27年６月１日時点 

 ○ 住所地市町村では、転入時から転居を繰り返す母子として把握。 

 ○ 住所地市町村の母子保健部門が発出した本児の１歳６か月児健診の案内が宛所不明で 

返送され、実母、本児と連絡・接触ができず、所在等の確認が必要と判断。 

 

 

２．所在等の確認のための取組（住所地市町村・居所市町村が連携して対応） 

 ○ 住所地市町村は、住所地への訪問に警察と児童相談所とともに同行。 

 ○ 訪問時、母子は不在であったが、在室していた関係者の協力により実母と電話連絡が 

でき、実母から「居所都道府県の児童相談所に向かう予定である」旨を聴取。住所地市 

町村は、即日、この旨を当該児童相談所に連絡し、本児の安全確認の協力依頼と、これ 

までの対応経過を情報提供。 

 ○ 居所都道府県の児童相談所に母子が来所し、実母から「遠隔地で働くため子どもを預 

かって欲しい。」旨の相談を受理。児童相談所では、実母の意向に加え、住所地市町村に 

おける対応経過等から、このまま放置するとネグレクト（育児放棄）につながることも 

考慮して、即日、本児を乳児院に一時保護委託とし児童の安全を確保。 

 

 

３．所在等の確認後の児童への支援（居所市町村で対応） 

 ○ 本児は、その後、一時保護を解除され、乳児院に施設入所措置となっており、現在、 

児童養護施設に措置先を変更し入所中。 

 ○ 居所都道府県の児童相談所は、住居を転々とする実母の特性を踏まえ、住民登録手続、 

住居の決定等について親身に助言を行うなど実母と連絡を密に取り合う関係を構築し、 

支援を継続。 

 

 

４．本事例から得られた取組のポイント 

 ☆ 住所地市町村、児童相談所及び警察が連携し、協力体制のもと住所地への訪問を実施 

したこと。  

☆ 住所地市町村から居所都道府県の児童相談所に母子の対応経過等を速やかに情報提供

したことで、迅速に一時保護を実施し、児童の安全を確保したこと。 
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【事例②】 

１．所在等の確認が必要な児童として判断した経緯等（住所地市町村で対応） 

 ○ 実父、実母、長女（７歳）、次女（５歳）の世帯。 ※年齢は平成 27年６月１日時点 

 ○ 住所地市町村の教育委員会が発送した長女の小学校入学案内が返送され、入学手続が 

行われないことから、教育委員会が家庭訪問を実施したところ、本世帯が住民票をその 

ままにして転居したことを把握。本世帯と連絡・接触ができず、所在等の確認が必要と 

判断。 

 

 

２．所在等の確認のための取組（住所地市町村・居所市町村が連携して対応） 

 ○ 住所地市町村の関係部署間（戸籍担当、国民健康保険担当、税務担当等）、要保護児童 

対策地域協議会（要対協）の関係機関間（市教育委員会、保健福祉センター、福祉事務 

所、児童相談所、警察署等）で所在確認のための情報共有を実施し、他市町村で居住の

可能性があることが判明。 

 ○ 住所地市町村の関係機関（教育委員会、児童相談所及び要対協調整機関）が、居住の 

可能性がある他市町村に赴き居住実態を調査したが、直接接触して確認することができ

ず、当該市町村の福祉事務所（要対協調整機関）に継続的な居住確認を依頼。 

 ○ 当該市町村では児童相談所、警察等関係機関と情報を共有しつつ居住確認を継続し、

実父、実母、長女、次女の所在を確認。 

 

 

３．所在等の確認後の児童への支援（居所市町村で対応） 

 ○ 長女は小学校に通学しておらず、教育ネグレクトが疑われたことから、居所市町村に 

おいて入学手続を支援。 

 ○ 居所市町村は、世帯全員の住民登録手続を支援するとともに、学校と連携しつつ定期 

的に家庭訪問を実施し、本世帯の生活状況を把握するなどして居住実態を継続的に確認。 

 

 

４．本事例から得られた取組のポイント 

 ☆ 住所地市町村で、関係部署や要対協を活用した積極的な情報共有を行うことにより、

他市町村での居住の可能性を把握したこと。 

 ☆ 住所地市町村が居所市町村に対して継続的な居住確認を依頼するなど、住所地と居所 

地の自治体が協力・連携して長女及び次女の所在確認に取り組んだこと。 
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（参考資料） 

 

 

【調査概要】 

１ 調査の目的 

   居住実態が把握できない児童（※）やその家庭が特に支援を必要としている場合があ

り、平成 26年 11月の関係府省庁（内閣府、総務省、法務省、文部科学省、厚生労働省、警察庁）

による「児童虐待防止対策に関する副大臣等会議」において、当該児童の所在等を確認

するための市町村間の情報共有と連携のあり方等について申し合わせがなされたことを

踏まえ、今後の対応策の検討の参考とするため、平成 26年度に引き続き、当該児童の所

在及び安全確認のための市町村における取組状況等について調査を実施した。 

  

（※）当該市町村に住民票はあるが乳幼児健診が未受診等で、電話や家庭訪問等による連絡が取れない児童

（以下の①～③のいずれかに該当）であって、市町村が引き続き所在及び安全の確認を行ったにもかか

わらず、所在等が確認できない児童。  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 調査の対象 

   全国の市町村（1,741 市町村） 

 

 

 

３ 調査期間 

   平成 27年６月１日（※）から平成 28年４月１日 

  （※）住所地市町村では、各種保健・福祉サービスに関して、電話、文書、家庭訪問等の取組を一定程度

行ったにもかかわらず、連絡・接触ができない児童について所在等の確認が必要な「調査対象児童」

と判断しているが、例年、３、４月は、特に学校への就園・就学に係る事務を通じて、連絡・接触が

困難な児童が多く把握される傾向にあり、市町村において「調査対象児童」として判断する上で、訪

問調査等の取組に一定期間を要することから、６月 1日を基準日に設定。 

 

 

 

 

① 乳幼児健康診査、予防接種、新生児訪問、乳児家庭全戸訪問事業等の乳幼児等を対象とする保健・

福祉サービスを受けておらず、電話、文書、家庭訪問等を実施しても、連絡・接触ができない児童 

② 市町村の児童家庭相談、保育の実施事務、児童手当、児童扶養手当等の児童を対象とした手当の支

給事務、その他児童福祉行政の実施事務の過程で把握されている児童のうち、電話、文書、家庭訪問

等を実施しても連絡・接触ができず、必要な届出や手続が行われていない児童 

③ 市町村教育委員会が、学校への就園・就学に係る事務（注）の過程で把握した児童のうち、市町村

教育委員会が学校と連携しても、電話、文書、家庭訪問等により連絡・接触ができない児童 

 （注）就園奨励費補助、就学時健診、就学説明会等の就園・就学前後の諸手続に係る事務も含む。
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４ 主な調査内容 

   平成 27 年６月１日時点で市町村が所在等の確認が必要と判断した児童を調査対象児

童とし、平成 28年４月１日時点で居住実態が把握できない児童（※１）の個別の状況と、

平成 28 年３月 31 日までに所在等が確認できた児童（※２）の全体の児童数や確認方法

等について調査を実施。 

＜居住実態が把握できない児童について＞（※１） 

    ・学年、年齢、性別     

    ・市町村の調査状況（訪問調査の状況、主な調査先） 

    ・要保護児童対策地域協議会へのケース登録の状況、児童相談所との情報共有・連携に係る依頼

の状況、警察への通報（相談）の状況      等 

＜所在等が確認できた児童について＞（※２） 

    ・所在等が確認できた児童数（確認方法別） 

    ・所在等が確認できた際に虐待又は虐待の疑いがあった児童数    等 

 

 

 

５ 調査方法及び集計 

   市町村は、厚生労働省があらかじめ定めた調査票に記入して回答。 

集計は厚生労働省雇用均等・児童家庭局において実施。 
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井
県

、
福

井
市

※
詳

細
は

別
紙

参
照

。

２
「

児
童

虐
待

防
⽌

推
進

⽉
間

」
標

語
の

募
集

・
決

定
・

公
表

最
優

秀
作

品
を

「
⼦

ど
も

の
虐

待
防

⽌
推

進
全

国
フ

ォ
ー

ラ
ム

in
 ふ

く
い

」
に

て
表

彰
。

※
平

成
27

年
度

最
優

秀
作

品
・

・
・

「
も

し
か

し
て

」
あ

な
た

が
救

う
⼩

さ
な

⼿

３
政

府
広

報
の

実
施

平
成

27
年

度
に

実
施

し
た

新
聞

広
告

、
政

府
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

テ
レ

ビ
、

モ
バ

イ
ル

携
帯

端
末

サ
イ

ト
広

告
の

ほ
か

、
テ

レ
ビ

ス
ポ

ッ
ト

、
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

サ
イ

ト
テ

キ
ス

ト
広

告
等

の
実

施
も

検
討

。

４
広

報
・

啓
発

物
品

の
作

成
、

全
国

配
布

ポ
ス

タ
ー

、
リ

ー
フ

レ
ッ

ト
の

ほ
か

、
⾃

動
⾞

⽤
ス

テ
ッ

カ
ー

、
エ

コ
バ

ッ
グ

を
作

成
、

配
布

。
※

本
年

度
は

、
カ

ー
ド

、
し

お
り

の
作

成
、

配
布

は
な

し
。

５
厚

⽣
労

働
省

庁
舎

を
オ

レ
ン

ジ
リ

ボ
ン

で
ド

レ
ス

ア
ッ

プ
都

道
府

県
庁

舎
で

の
実

施
も

依
頼

予
定

。

６
学

⽣
に

よ
る

オ
レ

ン
ジ

リ
ボ

ン
運

動
⺠

間
団

体
と

タ
イ

ア
ッ

プ
し

て
、

近
い

将
来

親
と

な
る

学
⽣

が
主

体
と

な
っ

て
展

開
す

る
広

報
啓

発
活

動
を

⽀
援

。

７
児

童
虐

待
防

⽌
対

策
協

議
会

の
開

催
関

係
府

省
庁

等
（

内
閣

府
、

法
務

省
、

⽂
部

科
学

省
、

厚
⽣

労
働

省
、

警
察

庁
、

最
⾼

裁
判

所
）

及
び

関
係

団
体

が
⼀

堂
に

会
し

、
取

組
状

況
に

つ
い

て
情

報
交

換
を

⾏
う

と
と

も
に

、
連

携
強

化
や

対
策

の
充

実
の

た
め

の
⽅

策
を

検
討

。
※

「
児

童
虐

待
防

⽌
⽉

間
」

に
先

⽴
ち

、
10

⽉
下

旬
に

開
催

予
定

。

【
そ

の
他

の
取

組
】

上
記

の
取

組
を

基
本

と
し

つ
つ

、
よ

り
効

果
的

な
広

報
・

啓
発

の
取

組
に

つ
い

て
検

討
中

。
（

例
：

⺠
間

企
業

と
の

タ
イ

ア
ッ

プ
に

よ
る

広
報

啓
発

、
全

国
⼀

⻫
に

オ
レ

ン
ジ

⾊
の

物
品

を
⾝

に
付

け
る

運
動

の
展

開
）

厚
⽣

労
働

省
は

、
内

閣
府

と
と

も
に

、
平

成
16

年
か

ら
毎

年
11

⽉
を

「
児

童
虐

待
防

⽌
推

進
⽉

間
」

と
位

置
付

け
、

集
中

的
な

広
報

・
啓

発
を

実
施

。
今

年
度

は
以

下
の

取
組

を
予

定
。

平
成

28
年

度
「

児
童

虐
待

防
⽌

推
進

⽉
間

」
の

取
組

に
つ

い
て

昨
年

は
、

厚
⽣

労
働

省
の

庁
舎

（
中

央
合

同
庁

舎
５

号
館

）
の

窓
ガ

ラ
ス

に
オ

レ
ン

ジ
リ

ボ
ン

が
浮

か
び

上
が

る
よ

う
オ

レ
ン

ジ
⾊

の
紙

を
貼

り
、

ド
レ

ス
ア

ッ
プ

を
実

施
。
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１
開

催
⽇

時
平

成
27

年
11

⽉
19

⽇
（

⼟
）

10
:0

0〜
16

:5
0

（
昼

休
憩

を
含

む
。

）

２
会

場
福

井
県

⽣
活

学
習

館
ユ

ー
・

ア
イ

ふ
く

い
（

福
井

県
福

井
市

下
六

条
14

-1
）

※
参

加
者

50
0名

程
度

を
想

定
。

３
全

体
の

テ
ー

マ
社

会
全

体
で

⼦
ど

も
の

「
命

」
と

「
権

利
」

、
そ

し
て

そ
の

「
未

来
」

を
守

る
た

め
に

４
構

成

《
午

前
の

部
》

開
会

式
（

「
児

童
虐

待
防

⽌
推

進
⽉

間
」

標
語

最
優

秀
作

品
の

表
彰

等
）

、
福

井
県

知
事

講
話

、
基

調
講

演

《
午

後
の

部
》

分
科

会
、

全
体

会
、

閉
会

式

５
基

調
講

演
テ

ー
マ

案
に

つ
い

て
は

、
現

在
検

討
中

。

６
分

科
会

以
下

の
テ

ー
マ

案
で

、
５

つ
の

分
科

会
の

実
施

を
検

討
中

。

テ
ー

マ
案

①
：

虐
待

の
⼦

ど
も

へ
の

影
響

（
医

学
的

観
点

か
ら

）
テ

ー
マ

案
②

：
⺟

⼦
保

健
と

の
連

携
テ

ー
マ

案
③

：
市

町
村

に
お

け
る

児
童

虐
待

の
未

然
防

⽌
に

向
け

た
取

組
（

在
宅

ケ
ー

ス
に

対
す

る
⽀

援
の

在
り

⽅
等

）
テ

ー
マ

案
④

：
要

保
護

児
童

対
策

地
域

協
議

会
を

通
じ

た
関

係
機

関
の

連
携

の
在

り
⽅

テ
ー

マ
案

⑤
：

社
会

的
養

護
の

⼦
ど

も
の

⾃
⽴

⽀
援

⼦
ど

も
の

虐
待

防
⽌

推
進

全
国

フ
ォ

ー
ラ

ム
in

ふ
く

い
（

概
要

）
平

成
17

年
以

降
、

毎
年

、
児

童
虐

待
防

⽌
推

進
⽉

間
中

に
、

厚
⽣

労
働

省
が

主
催

、
開

催
地

の
関

係
⾃

治
体

が
共

催
で

、
「

⼦
ど

も
虐

待
防

⽌
推

進
全

国
フ

ォ
ー

ラ
ム

」
を

実
施

。
本

年
度

は
、

福
井

県
、

福
井

市
の

共
催

で
実

施
。

別
紙
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一
時

保
護

等
を
行

う
際

の
適

正
な
手

続
に
つ
い
て

○
児
童
相
談
所
が
一
時
保
護
や
面
会
通
信
制
限
を
行
う
際
の
手
続
に
つ
い
て
は
、
児
童
福
祉
法
や
児
童
虐
待
防
止
法

等
の
関
係
法
令
及
び
児
童
相
談
所
運
営
指
針
（
以
下
「
指
針
」
と
い
う
。
）
等
に
規
定
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

・
一
時
保
護
に
つ
い
て
は
、
指
針
に
お
い
て
一
時
保
護
の
開
始
日
、
場
所
等
を
「
文
書
で
保
護
者
に
通
知
す
る
」
こ
と

と
さ
れ
て
い
る
。
＜

参
考

１
＞

・
面
会
通
信
制
限
に
つ
い
て
は
、
児
童
虐
待
防
止
法
施
行
規
則
第
２
条
に
お
い
て
「
当
該
児
童
と
の
面
会
又
は
通
信

の
全
部
又
は
一
部
を
制
限
す
る
旨
、
制
限
を
行
う
理
由
と
な
っ
た
事
実
の
内
容
」
等
を
「
書
面
に
よ
り
行
う
」
こ
と
と
さ
れ

て
い
る
。
＜

参
考

２
＞

○
一
時
保
護
や
面
会
通
信
制
限
を
行
う
に
当
た
っ
て
は
、
子
ど
も
の
生
命
の
安
全
を
確
保
す
る
こ
と
が
第
一
で
あ
る
が
、

子
ど
も
や
保
護
者
の
権
利
を
制
限
す
る
処
分
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
書
面
に
よ
る
理
由
の
提
示
や
十
分
な
説
明
を
行
う
な
ど
、

適
正
な
手
続
が
確
保
さ
れ
る
よ
う
、
改
め
て
お
願
い
す
る
。

＜
参
考
１
＞

○
児
童
相
談
所
運
営
指
針
（
抄
）

第
５
章

一
時
保
護

第
２
節

一
時
保
護
所
入
所
の
手
続
き

１
．
一

時
保

護
の

開
始

（
１
）
入

所
前

の
手

続
き

ク
一

時
保

護
の

開
始

を
決
定

し
た
と
き
は

、

速
や
か
に
一
時
保
護
の
開
始
の
期
日
及

び
場
所
を
文
書
で
保
護
者
に
通
知
す
る
。

一
時

保
護

中
の

児
童

相
談

所
長

の
権
限

及
び
２
か
月
を
超
え
て
引
き
続
き
一
時
保

護
を
行
う
場
合
の
手
続
に
つ
い
て
も
付
記

す
る
こ
と
が

望
ま
し
い
。

＜
参
考
２
＞

○
児
童
虐
待
の
防
止
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則

（
平

成
二

十
年

厚
生

労
働
省

令
第
三

十
号
）
（
抄

）

（
面

会
等

の
制

限
）

第
二
条

児
童
相
談
所
長
及
び
児
童
虐
待
を
受
け
た
児
童
に
つ

い
て
児

童
福

祉
法

（
昭

和
二

十
二
年

法
律
第

百
六
十

四
号
）

第
二

十
七

条
第

一
項

第
三

号
の

措
置
（
以
下

「
施

設
入
所

等
の

措
置

」
と
い
う
。
）
が

採
ら
れ

て
い
る
場
合

に
お
け
る
当

該
施

設
入
所
等
の
措
置
に
係
る
同
号
に
規
定
す
る
施
設
の
長
は
、

当
該

児
童

虐
待

を
行
っ
た
保

護
者

に
つ
い
て
、
法

第
十
二

条
第

一
項

の
規

定
に
基

づ
き
当

該
児

童
と
の
面

会
又
は

通
信

の
全
部
又
は
一
部
を
制
限
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
当
該
保
護

者
に
対

し
、
当

該
児

童
と
の

面
会

又
は
通

信
の
全

部
又
は

一
部
を
制
限
す
る
旨
、
制
限
を
行
う
理
由
と
な
っ
た
事
実
の
内
容
、

当
該
保
護
者
の
氏
名
、
住
所
及
び
生
年
月
日
、
当
該
児
童
の

氏
名
及
び
生
年
月
日
そ
の
他
必
要
な
事
項
を
記
載
し
た
書
面

に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

２
児
童
相
談
所
長
は
、
法
第
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
制

限
を
行
っ
た
場
合
又
は
行
わ
な
く
な
っ
た
場
合
は
、
そ
の
旨
を

都
道
府
県
知
事
に
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。
同
条
第
二
項
の

規
定
に
基
づ
き
前
項
に
規
定
す
る
施
設
の
長
か
ら
通
知
を
受

け
た
場
合
に
つ
い
て
も
、
同
様
と
す
る
。

○
児
童
相
談
所
運
営
指
針
（
抄
）

第
４
章

援
助

第
５
節

児
童

福
祉

施
設

入
所

措
置

、
指

定
医
療

機
関
委

託

２
．
入

所
又

は
委

託
中

の
援

助

（
４
）
面

会
・
通

信
の

制
限

③
面

会
・
通

信
制

限
の
位

置
付
け
及

び
制

限
の

方
法

等

イ
制

限
の

方
法

行
政
処
分
と
し
て
の
面
会
・
通
信
制
限
を
行
う
と
き
は
、

行
政

手
続

法
第

1
3
条
第

１
項

第
２
号

の
規

定
に
よ
り
、
弁

明
の
機
会
を
付
与
す
る
こ
と
が
必
要
と
さ
れ
て
い
る
と
と

も
に
、
同
法
第
1
4
条
、
第
2
9
条
第
１
項
及
び
第
3
0
条
の
規

定
に
よ
り
、
書
面
に
よ
り
、
根
拠
条
項
、
処
分
の
要
件
に
該

当
す
る
原
因
と
な
る
事
実
等
の
処
分
の
理
由
を
提
示
す

る
こ
と
が
必
要
と
さ
れ
て
い
る
。
た
だ
し
、
（
中
略
）
夜
間
等

の
緊
急
の
場
合
に
当
該
制
限
を
行
う
場
合
に
は
、
同
法

第
1
3
条

第
２
項

第
１
号

の
規

定
に
よ
り
、
弁

明
の
機

会
の

付
与
の
手
続
を
省
略
し
て
差
し
支
え
な
い
。
（
以
下
略
）
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育
児
休
業
の
対
象
とな
る
⼦
の
範
囲
に
つ
い
て

特
別

養
子

縁
組

の
監

護
期

間
に
あ
る
子

（
法

第
2条

第
1号

）

◆
民
法

（
特
別

養
子

縁
組

の
成
立
）

第
81
7条

の
２

家
庭
裁
判
所
は
、
次
条
か
ら
第
81
7条

の
７
ま
で
に
定
め
る
要
件
が
あ
る
と
き
は
、
養
親
と
な
る
者
の
請
求
に
よ
り
、
実
方
の
血
族
と
の
親
族
関
係
が

終
了
す
る
縁
組
（
以
下
こ
の
款
に
お
い
て
「
特
別
養
子
縁
組
」
と
い
う
。
）
を
成
立
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

２
前
項
に
規
定
す
る
請
求
を
す
る
に
は
、
第
79
4条

又
は
第
79
8条

の
許

可
を
得

る
こ
と
を
要

し
な
い
。

（
監

護
の

状
況

）
第
81
7条

の
８

特
別
養
子
縁
組
を
成
立
さ
せ
る
に
は
、
養
親
と
な
る
者
が
養
子
と
な
る
者
を
六
箇
月
以
上
の
期
間
監
護
し
た
状
況
を
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
前
項
の
期
間
は
、
第
81
7条

の
２
に
規

定
す
る
請

求
の

時
か

ら
起

算
す
る
。
た
だ
し
、
そ
の

請
求

前
の

監
護

の
状

況
が

明
ら
か

で
あ
る
と
き
は

、
こ
の

限
り
で
な
い
。

〇
証
明
書
類
は
、
家
庭
裁
判
所
等
の
発
行
す
る
事
件
係
属
証
明
書
を
想
定

養
子

縁
組

里
親

に
委

託
さ
れ

て
い
る
子

（
法

第
2条

第
1号

）

〇
証
明
書
類
は
、
委
託
措
置
決
定
通
知
書
を
想
定


育
児
休
業
の
申
出
を
す
る
に
は
、
対
象
と
な
る
子
と
の
続
柄
等
を
申
し
出
な
く
て
は
な
ら
な
い

（
則

第
7条

第
1項

）


申
出
を
受
け
た
事
業
主
は
、
続
柄
等
を
証
明
す
る
書
類
の
提
出
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る

（
則

第
7条

第
7項

）

⇒
円
滑
な
育
児
休
業
の
取
得
の
た
め
に
も
、
証
明
書
類
が
重
要
な
意
味
を
持
つ

（
※

事
業
主
は
証
明
書
類
が
提
出
さ
れ
な
い
こ
と
を
理
由
に
休
業
の
申
出
を
拒
む
こ
と
は
で
き
な
い
）

こ
れ

ら
に
準

ず
る
子

（
法

第
2条

第
1号

・
則

第
1条

）

〇
証

明
書

類
に
つ
い
て
は

、
課

長
通

知
（
※

）
を
発
出

◆
育

児
・
介

護
休

業
法
解
釈
通
達
（
平
成
28

年
8月

2日
付
職
発
08
02

第
１
号

・
雇

児
発
08

02
第

３
号

）
（
第

１
・
２
（
１
）
ハ

（
ハ

）
）

特
別
養
子
縁
組
に
よ
り
養
親
と
な
ろ
う
と
す
る
者
及
び
養
子
縁
組
里
親
に
準
ず
る
者
と
し
て
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
者
に
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り

委
託
さ
れ
て
い
る
者
と
は
、
児
童
相
談
所
に
お
い
て
、
当
該
労
働
者
に
養
子
縁
組
里
親
と
し
て
委
託
す
べ
き
で
あ
る
要
保
護
児
童
と
し
て
手
続
を
進
め
て
い
た
に
も
か

か
わ
ら
ず
、
委
託
措
置
決
定
を
出
す
段
階
に
至
っ
て
実
親
等
の
親
権
者
等
が
反
対
し
た
た
め
、
養
子
縁
組
里
親
と
し
て
委
託
す
る
こ
と
が
で
き
ず
、
や
む
な
く
当
該
労

働
者
を
養
育
里
親
と
し
て
委
託
さ
れ
て
い
る
要
保
護
児
童
を
い
う
こ
と
（
則
第
1条

）
。

※
平
成
28

年
８
月
２
日
発
出

育
児
休
業
の
対
象
と
な
る
「
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
者
と
し
て
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
者
に
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
委
託
さ
れ
て
い
る
者
」
で
あ
る
こ
と
を
証
明
す
る
書
類
に
つ
い
て
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育児休業の対象となる「その他これらに準ずる者として厚生労働省令で  

定める者に、厚生労働省令で定めるところにより委託されている者」  

に関する証明願 

 

平成 年 月 日 

 

●●児童相談所長殿 

 

（申請者）  

氏名          印 

性別  

生年月日  

住所  

 

（証明書の対象となる児童）  

  氏名            

  性別  

  生年月日  

  住所  

 

 

 児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 27 条第１項第３号の規定により、

都道府県知事から同法第６条の４第２項に規定する養育里親とし委託を受けて

いる児童について、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福

祉に関する法律（平成３年法律第 76 号）第２条第１号に規定する「その他これ

らに準ずる者として厚生労働省令で定める者に、厚生労働省令で定めるところ

により委託されている者」であることを証明願います。 

 

●●  第●号  

 

上記のとおり相違ないことを証明する。 

 

平成 年 月 日  

 

 

●●児童相談所長  印   
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